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開業率 廃業率

全 国 計 5.6% 16 奈 良 5.5% 32 宮 崎 4.3% 全 国 計 3.5% 16 兵 庫 3.6% 32 香 川 3.2%

1 沖 縄 8.1% 17 群 馬 5.4% 33 鹿 児 島 4.3% 1 佐 賀 4.4% 17 大 分 3.6% 33 群 馬 3.2%

2 埼 玉 7.5% 18 福 島 5.3% 34 石 川 4.1% 2 愛 知 4.3% 18 静 岡 3.5% 34 鹿 児 島 3.2%

3 千 葉 7.2% 19 栃 木 5.2% 35 香 川 4.1% 3 京 都 4.2% 19 岩 手 3.5% 35 茨 城 3.2%

4 神 奈 川 7.0% 20 静 岡 5.1% 36 佐 賀 4.1% 4 福 島 4.1% 20 青 森 3.5% 36 山 口 3.1%

5 福 岡 6.7% 21 岐 阜 5.0% 37 徳 島 3.7% 5 奈 良 3.8% 21 徳 島 3.5% 37 山 形 3.1%

6 大 阪 6.7% 22 大 分 4.9% 38 高 知 3.6% 6 沖 縄 3.8% 22 福 岡 3.4% 38 熊 本 3.1%

7 兵 庫 6.4% 23 山 口 4.9% 39 長 野 3.6% 7 北 海 道 3.8% 23 新 潟 3.4% 39 石 川 3.1%

8 愛 知 6.4% 24 滋 賀 4.8% 40 青 森 3.5% 8 島 根 3.7% 24 長 野 3.4% 40 富 山 3.1%

9 茨 城 6.1% 25 山 梨 4.7% 41 富 山 3.5% 9 宮 城 3.7% 25 三 重 3.3% 41 福 井 3.1%

10 東 京 6.0% 26 和 歌 山 4.7% 42 福 井 3.4% 10 長 崎 3.7% 26 岐 阜 3.3% 42 高 知 3.0%

11 三 重 5.7% 27 長 崎 4.6% 43 山 形 3.4% 11 鳥 取 3.7% 27 岡 山 3.3% 43 宮 崎 3.0%

12 京 都 5.7% 28 愛 媛 4.6% 44 岩 手 3.2% 12 神 奈 川 3.7% 28 和 歌 山 3.3% 44 栃 木 3.0%

13 宮 城 5.6% 29 広 島 4.5% 45 島 根 3.2% 13 大 阪 3.7% 29 埼 玉 3.3% 45 広 島 3.0%

14 熊 本 5.6% 30 鳥 取 4.4% 46 新 潟 3.1% 14 滋 賀 3.6% 30 秋 田 3.2% 46 山 梨 2.9%

15 岡 山 5.5% 31 北 海 道 4.4% 47 秋 田 2.7% 15 東 京 3.6% 31 千 葉 3.2% 47 愛 媛 2.5%

１．概要
日本の経済を再興し、産業を中長期にわたる低迷の状態から脱却させるべく現行産業競

争力強化法（平成２５年法律第９６号）は成立しました。同法が施行されて以降、我が国の
開業率は緩やかに上昇してきているものの、依然欧米の半分程度（５．６％）にとどまって
います。

こうした状況の中、民間活力を高めていくためには、引き続き地域の開業率を引き上げ、
雇用を生み出し、産業の新陳代謝を進めていくことが重要との観点から、見直しの検討を
行った結果、産業競争力強化法に基づく創業等の支援については恒久措置とすることとし
ました。
また、「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（平成２５年６月に閣議決定）において開業率を１

０%台とする目標を掲げており、今後は開業率の更なる向上を目指して、平成３０年７月９
日（P)に改正産業競争力強化法を施行し、従来より行われてきた創業支援のみならず、創

業に対する国民の理解及び関心を深めるため、創業の普及啓発に関する取組を応援する
こととしています。

こうした取組を通じ、創業への理解と関心が深まることで創業希望者が増加することを目
指すと同時に、地域における創業者を支援し、開業率の向上を目指し、地域の活性化、雇
用の確保を目指します。
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開業率 廃業率

日本 ５．６％ ３．５％

米国 ９．３％ １０．３％

英国 １４．３％ ９．４％

＜参考：開廃業率各国比較＞

資料：
日本：厚生労働省「雇用保険事業年報（2016）」、
アメリカ：U.S. Small Business Administration「 The Small Business Economy : A Report to the President（2012）」
イギリス：Office for National Statistics「Business Demography（2015）」

＜参考：都道府県別の開廃業率＞

資料：厚生労働省「雇用保険事業年報（2016）」



２．創業支援施策の全体像

名称
〈予算名称〉

設置箇所
数

支援対象 支援内容

よろず支援拠点

〈中小企業・小規模事業者ワ
ンストップ総合支援事業〉

47カ所

（都道府
県）

中小企業
＋

小規模
事業者

（創業準備
者を含む）

① 売上拡大や経営改善などの様々な
経営課題について相談を受けること
ができます

② 高度・専門的な課題については、そ
れに応じた専門家が派遣され、３回
まで無料でアドバイスを受けることが
できます

創業支援事業者補助金
〈地域創業活性化支援事業〉

－

潜在的
創業者
＋
創業
準備者
＋

創業後
５年未満

創業支援等事業者が認定創業支援等事
業計画に基づき行う特定創業支援事業、
創業機運醸成事業を支援します
～取り組み例～
① 創業セミナー等の研修
② 専門家による個別相談
③ 若年層向けビジネスプランコンテスト

認定創業スクール

〈地域創業活性化支援事業の
うち潜在的創業者掘り起こし

事業〉

－
創業
準備者

① 経営・財務等、創業の基本的知識の
習得支援

② ビジネスプラン策定支援

連携コンテスト・全国的なビジ
ネスプランコンテスト

〈地域創業活性化支援事業の
うち潜在的創業者掘り起こし

事業〉

－

創業
準備者
＋

創業後
５年未満

① 潜在的創業者の掘り起こし

② 地域レベルのビジネスプランコンテス
トとの連携

起業家教育事業

〈学びと社会の連携促進事
業〉

－
潜在的
創業者

高校生向け起業家教育プログラムを提
供

地域創造的起業補助金
〈地域創業活性化支援事業〉

－
創業
準備者

創業に要する経費の一部を補助
（補助上限200万、補助率１／２）
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Ⅱ．認定審査の基準

創業支援等事業計画が次の要件を満たすものかどうか審査を行います。

○「創業支援等事業の目標」に関する事項
（創業支援事業）

（創業機運醸成事業）

○「創業支援等事業の内容」に関する事項
（創業支援事業）

 創業支援事業毎に支援対象者数を設定すること。
 創業支援事業により支援を受けて創業を行う者の数の目標を設定すること。

※ 数値目標の設定について、その合理的な算出根拠が示されていること。
具体的には、これまでの実績と今般の体制強化を踏まえた数値目標の算出
根拠が明示的に説明されていること。

※ 市区町村及び創業支援等事業者が行う創業支援等事業（創業支援事業・特定
創業支援事業に限る）ごとの支援対象者を合計した数の目標設定に当たっては、
概ね各市区町村の人口規模（人口の０．１％程度）に応じて設定するよう努め
ること。【努力目標】

 創業支援等事業が一貫して円滑に実施されるよう適切な措置として、必ず市区
町村内に相談窓口を設置すること。

 特定創業支援等事業を実施する場合、その事業の｢内容｣、｢期間｣、｢回数｣が具
体的に記載されており、経営、財務、人材育成、販路開拓の４つの知識が身に
つく事業と客観的に判断できる内容となっていること。

 地域の資源を活用する創業、地域の雇用に結びつく創業を支援する事業内容と
なっていること。

 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると認められる事業（創業者）を
支援の対象としていないこと。
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 創業機運醸成事業毎に支援対象者数の目標を設定すること。

※ 事業参加者数に加えて、効果的な事業の実行を担保するための定量的目標を
設定すること。 （例：事業実施後のアンケート調査において「創業に関心をもっ
た」と回答した割合等の目標を事前に設定するなど）
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 各事業の実施にあたり、市区町村だけで実施するのではなく、創業支援等事業
者と連携した取組実施が計画されていること。

 創業支援等事業者が実施する事業について、財政面の支援、場所の提供、広
報活動等、市区町村が創業支援等事業者を適切に支援する計画となっているこ
と。

 特定創業支援等事業を実施する場合については、市区町村と創業支援等事業
者との名簿の共有方法について、運用ルールを定め、適切に証明書を発行する
ための体制を整えていること。

 その後の創業者の状況について管理できるよう書類の保存体制、創業者への
確認を行うことが計画されていること。

○「創業支援等事業の実施方法」に関する事項

 創業無関心者が参加する事業となっていること
 創業に対する理解と関心を深める事業内容となっていること
 創業に関する社会的機運を醸成することが主たる事業目的であること

（創業機運醸成事業）

○ 「計画期間」及び「実施する者の概要」に関する事項

 計画期間となる年月日が、１年以上の期間で設定されていること。（計画期間は
５年を目安とするが特段の制限は設けないものとする。）

 実施者名（法人の場合は代表者名）、住所、連絡先が記載されていること。



Ⅲ．申請書の提出先

認定申請書の提出先は、市区町村の所在地を管轄する経済産業局となります。（詳
しくは、「２２．問い合わせ先」を参照ください）

Ⅳ．認定申請時に必要となる提出資料

（※） 記載の必要部数は、経済産業省・総務省のみに認定申請を行う場合のものです。
その他の関係省庁に認定申請を行う場合には、関係省庁の数に応じて、認定申請書の
必要部数（正本１部、添付資料１部）の追加が必要となります。

提出資料
必要部数

（※）

・認定申請書（申請書、別表１、別表２、別表３） 正本３部
副本１部

添

付

資

料

・表紙 正本２部
副本１部

・参考資料「創業支援等事業計画の概要」（概要図） 正本２部
副本１部

「一般社団法人・一般財団法人」が創業支援等事業者である場合
・定款、役員名簿、社員名簿（※１）

・直近３期間（※２）の事業報告書、貸借対照表、損益計算書
・登記事項証明書
・創業支援等事業の実施に関する意思の決定を証明する書類（※３）

※１ 一般財団法人は、社員名簿の提出は不要。
※２ 設立後３年を経過していない場合、成立後の各事業年度分を提出。
※３ 組織としての意思決定が確認できる書類であれば様式は問いません。

正本２部
副本１部
（コピー可）

「特定非営利活動法人」が創業支援等事業者である場合
・定款、役員名簿、社員名簿
・直近３期間（※１）の事業報告書、貸借対照表、損益計算書
・最終の財産目録
・申請日を含む事業年度の事業計画書、収支予算書
・登記事項証明書
・創業支援等事業の実施に関する意思の決定を証明する書類（※２）

※１ 設立後３年を経過していない場合、成立後の各事業年度分を提出。
※２ 組織としての意思決定が確認できる書類であれば様式は問いません。

正本２部
副本１部
（コピー可）
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経済産業局に提出する資料一式の頭紙：特に様式はありません

６．創業支援等事業計画の認定申請書について（様式：表紙）

創業支援等事業計画の認定申請書（表紙）

□□経済産業局○○課

産業競争力強化法第１１３条第１項の規定に基づき、認定を受けたいので、添付の書類の
とおり申請します。

平成 ○年 ○月 ○日
市区町村名

添付書類一覧

１．申請書（様式第〇）

２．市区町村が実施する創業支援等事業（別表１）

３．市区町村以外の者が実施する創業支援等事業（別表２）

４．市区町村以外の者が実施する創業機運醸成事業（別表３）

５．創業支援等事業計画の概要図（参考）
※全体がわかる概要図（体制図等）

６．その他
※必要な書類があれば添付してください

＜担当者連絡先＞
担当部局課室名：○○局○○部○○課
連絡担当者：（役職） （氏名）

※担当者が複数いる場合は全員記載下さい。
電話番号：
ＦＡＸ：
Ｅ-mailアドレス：

送付先住所：（〒○○○-○○○○）
□□県□□市□□□□□１－２－３
※申請結果を郵送でお送りする際の連絡先を記載下さい。
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認定申請書

創業支援等事業計画の認定申請書

平成○年○月○日

経済産業大臣 ○○ ○○ 殿
総務大臣 ○○ ○○ 殿

○○（市区町村）長 ○○○○ 印

産業競争力強化法第１１３条第１項の規定に基づき、別紙の計画について認定を受けた
いので、申請します。

（様式第４１）

６．創業支援等事業計画の認定申請書について（様式：申請書表紙）

＜共同申請の場合／関係省庁が認定に参加する場合（例：○○省）＞

創業支援等事業計画の認定申請書

平成○年○月○日

経済産業大臣 ○○ ○○ 殿
総務大臣 ○○ ○○ 殿
○○大臣 ○○ ○○ 殿

○○（市区町村）長 ○○○○ 印

○○（市区町村）長 ○○○○ 印

○○（市区町村）長 ○○○○ 印
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別表１
市区町村が実施する創業支援等事業（創業支援事業・特定創業支援事業・創業機運醸成事業）

創業支援等事業の目標

※「創業支援等事業の目標」には、実施しようとする創業支援等事業の体制や内容に鑑み、計画期
間内に何件の支援を実施し、何件の創業を実現させようとするのかを事業毎に具体的に記載し
てください。その際、過去の実績等を参考に目標の設定の根拠を記載してください。

創業支援等事業の内容及び実施方法

（１）創業支援等事業の内容

※「創業支援等事業の内容」には、創業支援等事業の内容について、「新しく実施する事業」と「既
存事業を拡充する事業」、「既存事業」が分かるよう記載してください。

※特定創業支援等事業を実施する場合は、その旨を記載するとともに、該当する内容を記載し
てください。
また、①経営、財務、人材育成、販路開拓の知識が身につくと客観的に判断できる内容と
し、原則、４回以上の指導、１カ月以上の期間をかけて指導する旨、②適切な証明書の発
行のため、名簿の共有方法、個人情報保護法を遵守し、適切に管理する旨をそれぞれ記
載してください。

（地域資源の活用により地域活性化が図られるものとして、市区町村が一定の事業分野に対して創
業支援を行う場合のみ）

※どのような地域資源を活用し地域活性化を図るのか、また、対象となる事業分野を記載してくださ
い。特に地方公共団体が助成金等の交付や出資（又は地域活性化ファンドの組成）を行う場合
については、取組内容について記載してください。

（別表１－１「相談窓口」に関する記載の場合のみ）
※各創業支援機関とどのように連携して各事業を実施していくのか、記載してください。
※各事業の共通事項として、➀設定した目標に対する事業の進捗状況の確認、②特定創業支援等

事業を実施する場合については、支援をした創業支援対象者の状況を把握すること、③創業後
についても、認定経営革新等支援機関等と連携して支援を継続すること、④公序良俗を害する
おそれがある創業支援対象者は支援しない旨について、記載してください。

※創業に求められる要素毎に、どの機関がどのような役割を担うかを記載してください。

（２）創業支援等事業の実施方法
※「創業支援等事業の実施方法」には、創業支援等事業の実施にあたって用いる民間事業者等の

知識・手法又は連携する民間事業者等の創業支援等事業、民間事業者等との連携体制（協議
会の構築、産・学・金・官地域ラウンドテーブルの活用等）について記載してください。

※特定創業支援等事業を実施する場合については、市区町村の証明書発行のために、名簿の管
理等をどのように実施するか記載してください。

計画期間

※「計画期間」には、計画の実施の始期及び終期を記載してください。計画期間は原則１年以上とし、
５年以内を目安として設定してください。

６．創業支援等事業計画の認定申請書について（様式：別表１）
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別表２
市区町村以外の者が実施する創業支援等事業（創業支援事業・特定創業支援事業）
※複数の創業支援等事業を実施する場合は、事業毎に別表を設けてください。

実施する者の概要

（１）氏名又は名称
（２）住所
（３）代表者の氏名
（４）連絡先

※実施する者が個人である場合は氏名、住所及び連絡先を、法人である場合は名称、住所、代表者
の氏名及び連絡先を記載してください。

※実施する者が法人である場合は、本所・法人代表者の情報を記載してください。
※「連絡先」には、電話番号、ＦＡＸ番号及び法人である場合には担当者名を記載してください。
※２者以上で同一事業を行う場合は、２者を記載してください。
※事業実施主体は都道府県、他の市区町村でも構いません。

創業支援等事業の目標

※「創業支援等事業の目標」には、実施しようとする創業支援等事業の体制や内容に鑑み、計画期
間内に延べ何人の支援を実施し、何人の創業を実現させようとするのかを事業毎に具体的に記
載してください。その際、過去の実績等を参考に目標の設定の根拠を記載してください。

創業支援等事業の内容及び実施方法

（１）創業支援等事業の内容
※「創業支援等事業の内容」には、創業支援等事業の内容を記載してください。
※特定創業支援等事業に該当する場合は、その旨を記載するとともに、該当する内容を記載してく

ださい。

（２）創業支援等事業の実施方法
※「創業支援等事業の実施方法」には、創業支援等事業の実施に当たって用いる手法及び市区町

村がその他の創業支援等事業を実施する者と連携を行う方法について記載してください。
※特定創業支援等事業を実施する場合については、市区町村の証明書発行のために、名簿の管

理・情報共有等をどのように実施するか記載してください。

計画期間

※計画の実施の始期及び終期を記載してください。計画期間は原則１年以上とし、５年以内を目安と
して設定してください。

６．創業支援等事業計画の認定申請について（様式：別表２）
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別表３
市区町村以外の者が実施する創業支援等事業（創業機運醸成事業）
※複数の創業支援等事業を実施する場合は、事業毎に別表を設けてください。

実施する者の概要

（１）氏名又は名称
（２）住所
（３）代表者の氏名
（４）連絡先

※実施する者が個人である場合は氏名、住所及び連絡先を、法人である場合は名称、住所、代表者
の氏名及び連絡先を記載してください。

※実施する者が法人である場合は、本所・法人代表者の情報を記載してください。
※「連絡先」には、電話番号、ＦＡＸ番号及び法人である場合には担当者名を記載してください。
※２者以上で同一事業を行う場合は、２者を記載してください。
※事業実施主体は都道府県、他の市区町村でも構いません。

創業支援等事業の目標

※「創業支援等事業の目標」には、実施しようとする創業支援等事業の体制や内容に鑑み、計画期
間内に延べ何人を対象として創業の普及啓発を実施し、どの程度の創業機運を醸成するのかを
事業毎に具体的に記載してください。

※上記の創業機運の程度については、対象者へのアンケート等を適宜実施することにより、数値目
標を必ず記載してください。

創業支援等事業の内容及び実施方法

（１）創業支援等事業の内容
※「創業支援等事業の内容」には、創業支援等事業の内容を記載してください。

（２）創業支援等事業の実施方法
※「創業支援等事業の実施方法」には、創業支援等事業の実施に当たって用いる手法及び市区町

村がその他の創業支援等事業を実施する者と連携を行う方法について記載してください。
※どのように創業支援等事業の効果を検証し、効果的な事業の実施に向けてPDCAサイクルを回し

ていくのかを記載してください。

計画期間

※計画の実施の始期及び終期を記載してください。計画期間は原則１年以上とし、５年以内を目安と
して設定してください。

６．創業支援等事業計画の認定申請について（様式：別表３）
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７．計画作成にあたっての注意点

１．「別表１」は、市区町村が実施する創業支援等事業（創業機運醸成事業を含む）、「別表２」は、
創業支援等事業者が実施する創業支援事業、「別表３」は、創業支援等事業者が実施する創業
機運醸成事業について、いずれも事業ごとにそれぞれ申請書を記載してください。例えば、市区
町村が相談窓口、セミナー、起業家教育を実施する場合は、相談窓口については「別表１－１」、
セミナーについては「別表１－２」、起業家教育については「別表１－３」と作成してください。

２．次ページに記載してある「１０．創業に必要な要素」を理解し、幅広いネットワークにより、支援
体制を組んでください。

３．「別表１」及び「別表２」における目標は事業毎に創業支援対象者数、創業者数を必ず記載す
ることとし、目標設定の根拠も明らかにしてください。「別表３」については、支援対象者数の目標
を記載してください。

４．ワンストップ相談窓口は必ず設定してください。また、市区町村以外にワンストップ相談窓口を
設置する場合においても、市区町村には相談窓口を設置し、当該事業計画、支援内容を十分理
解し、創業希望者に適切に対応できる担当者を配置の上、ワンストップ相談窓口と十分連携を図
れる体制とし、その旨記載してください。（窓口の記載は、必ず別表１の一枚目（別表１－１）に記
載してください。）

５．創業に必要な要素毎に、どの機関がどのような役割を担うかを記載してください。（原則、別表
１の一枚目（別表１－１）に記載してください。）なお、記載方法については、「１０．創業に必要な要
素」に沿って記載いただくか、もしくは「創業支援等事業計画のイメージ」
（URL:http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/chiiki/2015/0528image.pdf）を記載してください。

６．各事業の共通事項として、➀設定した目標に対する事業の進捗状況の確認、②特定創業支
援等事業を実施する場合については、支援をした創業者の状況を把握すること、③創業後につい
ても、認定経営革新等支援機関等と連携して支援を継続すること、④公序良俗を害するおそれが
ある創業者は支援しない旨について、記載してください。（原則、別表１の一枚目（別表１－１）に
全体に関係する内容として記載してください。）

７．特定創業支援等事業に該当させる事業は、経営、財務、人材育成、販路開拓の知識が身に
つくと客観的に判断できる内容とし、原則、４回以上の指導、１ヶ月以上の期間をかけて指導する
内容とし、その旨を明記してください。
また、適切な証明書の発行のため、名簿の共有方法と個人情報保護法を遵守し、適切に管理す
る旨について記載してください。

８．別表２、３に記載する、事業の市区町村との連携については、「連携する」といった記載だけで
はなく、予算面、財政面、広報面等、どのような連携をするか記載してください。

９．国の創業支援事業者補助金を受けたい創業支援等事業者の事業については、特定創業支援
事業においては「別表２」、創業機運醸成事業においては「別表３」に位置づけてください。

１０．地域の資源を活用する事業を実施する創業者の支援について記載する場合は、当該地域
資源の内容を明記してください。

１１．計画期間は原則１年以上としてください。目安としては概ね５年程度の計画を推奨いたしま
すが、５年以内にする必要はありません。
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別表１－１（ワンストップ相談窓口） 【拡充】
市区町村が実施する創業支援等事業（○○市）

創業支援等事業の目標
（目標の根拠）
・平成○○年度、相談窓口には年間延べ１２０人程度の相談件数があるが、人員を１名から
２名
体制に強化し、月２回の週末相談会を開催することにより、月５人、年間６０人の相談増加
を図り、年間１８０人の相談人数を目標とする。

・個別相談の支援を受けて創業を行う者は、昨年度が年間相談件数の約１割であったため、
人員を１名から２名体制に倍増させ、本計画に基づき、市が中心となり商工会議所、地域
金融機関等の創業支援等事業者との連携を図ることにより、年間相談件数の２割の３６人

の創業者創出を目標とする。

（目標数）
・創業支援対象者数：○○人 創業者数：○○人

※創業支援対象者数と創業者数の目標数を必ず記載してください。また、その数値を設定し
た根拠を記載してください。

創業支援等事業の内容及び実施方法

（１）創業支援等事業の内容
＜ワンストップ相談窓口＞【拡充】
・市役所内に創業支援のワンストップ相談窓口を設け、商工会議所、地域金融機関等と連携
し、様々な創業時の課題を解決する。ワンストップ相談窓口は、○○市○○課の職員２名を
市の窓口に配置し、相談対応を行う。

・○○市窓口では、市、県、国の支援施策一覧を作成し紹介できるようにするとともに、市内
で創業支援を行っている支援機関をまとめ、支援機関を紹介できるようにする（情報につい
てはHPでも公開）。

・また、○○市は、相談者の相談内容やステージに応じた支援を可能にするため、相談者が
必要とする支援の内容を判断し、○○商工会議所が実施する創業支援等事業を紹介する
等、他の創業支援機関と連携して支援を行う。

・創業支援のサイトを市HPに立ち上げ、施策一覧、創業支援機関一覧を掲載するとともに、
お助けコーナーを設け、メールでの相談も受け付け、適宜専門家から回答することとする。

・創業に必要となる要素別の各創業支援機関の役割は以下とする。
※ワンストップ相談窓口を必ず設置してください。また、ワンストップ相談窓口を市区町村以
外の機関に設置する場合も、必ず市区町村にも相談窓口を設置してください。

※「新規」施策なのか、既存施策の「拡充」なのか、「既存」施策なのか記載してください。

９．支援事業の具体的記載例

市区町村がワンストップ相談窓口を設置する場合の記載例

＜別表番号とタイトルの記載について＞
・創業支援等事業ごとに枝番号（例：２－１、２－２）を付した上でタイトル（例：ワンス
トップ相談窓口）を記載してください。

・【新規】【拡充】【既存】の別を記載するとともに、特定創業支援等事業に該当する
場合は【特定創業支援等事業】、創業機運醸成事業に該当する場合は【創業気運醸
成事業】と標記ください。
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＜創業に必要な要素と各連携機関が担う役割＞
１．地域資源の活用の仕方（地域に眠る宝への気づき）

【地域の資源を活用する事業を実施する創業者の支援を行う場合は記載】
○○地域資源コーディネーターが、○○市の地域資源である「○○なまこ」、「○○昆布」を始めとした海産物
の有効活用を支援するための資源提供者、研究機関、販路開拓のネットワークを有する者の紹介を行う。
○○大学は、地域の資源の分析等により、強みの発見、製品化についてのアドバイスを実施する。

２．ターゲット市場の見つけ方
○○商工会議所や○○大学が市場ニーズを把握し、情報提供する。また○○市は力を入れて伸ばして行き
たい市場について、ニーズ調査や事業者が行う調査への補助を実施する。ＮＰＯ法人○○が、今後伸びそう
な市場についてアドバイスを実施する。

３．ビジネスモデルの構築の仕方
○○商工会議所、○○金融機関が顧客、ニーズへの対応、採算性についてのアドバイスを実施する。また、
○○商工会議所とＮＰＯ法人○○と連携し、実践創業塾を行い、ビジネスモデル構築に向けた講座を行う。
○○インキュベーションや県支援センターが、オフィスの提供を行いつつ、インキュベーションマネージャーが、
ビジネスモデルについて財務、税務等のアドバイスを行いブラッシュアップする。
また、○○商店街が、中心市街地の○○商店街の空き店舗での開業を斡旋し、市も賃料の一部を補助し、
採算のとれるビジネスモデルの構築を支援する。
加えて、○○コワーキングが、オフィスの提供を行い、コミュニティの形成を促すとともに、女性の起業家を支
援するため、NPO法人○○女性団体が、女性起業家に対する子育て支援、子供の一時預かり、介護支援を
実施し、創業希望者のビジネス環境を整える。
○○人材コンサル、○○社会保険労務士会が、採用時の注意点、雇用のルールや社員教育についてのアド
バイスを行う。

４．売れる商品・サービスの作り方
ＮＰＯ法人○○が、商品・サービスに対し、専門的知見に基づき強み、弱みを分析しアドバイスを行う。
○○大学が、商品の性能テスト・サービスに対するアドバイスを行う。
○○商工会議所が、事業者連携のためのマッチング支援を行う。

５．適正な価格の設定と効果的な販売方法について
ＮＰＯ法人○○が、販売先、ターゲット、販売方法、価格へのアドバイスを行う。
○○商工会議所が、販路開拓のためのマッチング支援を行う。

６．資金調達
○○信用組合、○○公庫が、資金調達へのアドバイスや金融支援を行うとともに、○○市が、制度融資や利
子補給を行う。また○○商工会議所が、資金調達へのアドバイスを行うとともに、書類作成の補助、補助金
等の申請書の作成支援を行う。

７．事業計画書の作成
○○商工会議所が、事業計画書の策定について専門家と一緒にアドバイスを行う。
さらに、○○信用組合、○○公庫が、事業計画書のブラッシュアップを行う。
また、補助金等の申請については、○○商工会議所、○○公庫等の認定経営革新等支援機関が連携して
サポートを行う。

８．許認可、手続き
○○市が、担当課において、創業手続き・許認可についてのアドバイス、関係機関への連絡を行う。
また、より詳細な知識を必要とする場合には、○○税理士会、○○社会保険労務士会、○○行政書士会を
紹介し、税務、労務管理、企業手続きアドバイスを行ってもらう。

９．コア事業の事業展開の可能性や関連事業への拡大可能性
○○商工会議所とＮＰＯ法人○○が連携し、創業後の事業展開や新分野への進出可能性等について継続
的なアドバイスを行う。
※創業に求められる要素毎に、各機関の役割について、整理して記載してください。
※極力幅広ネットワークを構築することとし、特に地域の金融機関とは連携するようにしてください。
※地域の資源を活用する事業を実施する創業者の支援について記載する場合は、当該地域資源の内容を
明記してください。

市区町村がワンストップ相談窓口を設置する場合の記載例（つづき）
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＜創業支援機関との連携＞
・各創業支援機関が支援を行った創業支援対象者等の情報に対しては、創業支援対象者の同意を
得つつ、守秘義務に十分配慮しながら、○○市が情報集約・一元化を図り、創業支援カルテを作
成する。カルテには、製品、販路、販売手法、資金調達、人材等、創業支援対象者がどういう支援
を望んでおり、どういったノウハウが不足しているかわかるようにし、適切な機関に誘導し、創業実
現まで関係機関がハンズオンで支援できるようにする。

＜特定創業支援等事業について＞
・実践創業塾（別表２－１）において、１ヶ月以上にわたり、４回以上、経営、財務、人材育成、販路
開拓についての知識が身につく講義をそれぞれ受講し、全体の７割以上の出席したことが『創業
支援カルテ』で確認できる者を「特定創業支援等事業」を受けた者として、○○市が証明書を発行
する。

※特定創業支援等事業がある場合については、その旨を明記し要件を設定してください。また、証
明書の発行方法について記載してください。

＜各事業の共通事項について＞
・本創業支援等事業計画の全体の進捗状況を○○市が把握することとし、創業支援対象者・創業
者に対するアンケート調査により、常に体制を改善していくこととする。
・特定創業支援等事業を実施し、証明書の発行を受けた創業支援対象者に対しては、その後の創
業の有無や実績報告等を電話、メールにて確認する。
・創業後についても、○○信用組合や○○商工会議所等と連携してフォローアップを行い、適切な
支援を行っていくとともに、成功事例については、○○市の広報誌やホームページへの掲載、パン
フレットの配布を行うなど、広くＰＲする。
・公序良俗を害する恐れのある事業を行う創業支援対象者に対しては、創業支援サービスを行わな
い。各創業支援機関にもこの方針を徹底する。
※事業の進捗状況の確認、創業後の支援、公序良俗を害する恐れがある事業は支援しない旨に
ついて、事業計画全体にかかる事項として必ず記載してください。

（２）創業支援等事業の実施方法
・○○市○○課に、担当者２名を配置し、創業支援機関と連携したワンストップ相談窓口を設置する。
また、創業支援機関と連携のうえ、窓口設置のパンフレットを作り、各機関の窓口にそれぞれ配架し、
幅広く、創業支援対象者の目に届くようにする。加えて、○○市の広報便りにおいても、相談窓口設
置を広くPRしていくこととする。
・また、○○市のHPにおいてＰＲページを開設し、ネット上でも施策を紹介していくとともに、ネットで
も相談対応ができるようにする。
・必要な予算については、市が手当てすることとする。
・各創業支援機関が支援を行った創業支援対象者情報等に関しては、個人情報保護に配慮しつつ、
○○市が一元管理を行い、名簿や集計表の作成を行い、『創業支援カルテ』を作成し、創業支援機
関と共有を図る。
・創業支援機関との連携を密にするため、月に１度程度、各創業支援機関担当者との連絡会議を
開催し、各創業支援機関の活動状況、改善点について情報共有を行う。
※市の体制、市の役割について記載してください。
※情報共有、支援施策の改善の観点から、創業支援機関の連絡会議等を行うことが望ましいと考
えていますので、連絡会議等を実施する場合は記載してください。

計画期間

平成○○年○月○日～平成○○年○月○○日

市区町村がワンストップ相談窓口を設置する場合の記載例（つづき）
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別表１－２（中学校への起業家派遣事業） 【新規】【創業機運醸成事業】
市区町村が実施する創業支援等事業（○○市）

創業支援等事業の目標
（目標の根拠）
・市内２４の中学校２年生（約〇〇人）を対象に、総合的な学習の時間のうち年３時間を活用
し、起業家に起業を行った経験や苦労した体験等を話してもらう講座等を設ける。

（目標数）
・対象者数：○○人
市内の平成２９年度の中学校２年生は約○○人であることから、すべての中学校での支援を
実施する予定なので目標を○○人と設定。 また、受講者にアンケート調査の実施により、創
業に関心を持った者が実施前に比べ７０％以上を目指す。
※対象者数の目標数を必ず記載してください。また、その数値を設定した根拠を記載してくだ
さい。

創業支援等事業の内容及び実施方法

（１）創業支援等事業の内容
＜中学校への起業家派遣事業＞【新規】
・市内の中学校２年生を対象として、起業家による起業の体験談を話してもらう講座や起業
を体験できる起業家体験ボードゲーム、特定のテーマに沿って新事業や新商品を開発する
グループワークを総合的な学習の時間のうち年３時間を活用して行う。

・実施する中学校の教員にどのような起業家の講演を希望するのかアンケート調査を行い、
起業家教育事業の方向性を調整する。

・生徒の地域課題の発見や地域課題への解決策などをグループワークなどで発表する場を
設けてアウトプットする。

※「新規」施策なのか、既存施策の「拡充」なのか、「既存」施策なのか記載してください。

計画期間
平成○○年○月○日～平成○○年○月○○日

９．支援事業の具体的記載例

市区町村が学校に起業家を派遣し、講座を実施する場合
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実施する者の概要

（１）氏名又は名称
①○○商工会議所、②ＮＰＯ法人○○
（２）住所
①☆☆県○○市１－１－１、②☆☆県◇◇市２－２－２
（３）代表者の氏名
①○○－－、②◇◇－－
（４）連絡先
①TEL：×××－×××－×××、FAX×××－×××－×××、担当者○○
②TEL：×××－×××－×××、FAX×××－×××－×××、担当者◇◇

創業支援等事業の目標

（目標の根拠）
・昨年度実施した「スタンダード創業塾」は３０人の参加であったが、今回は２回実施することにより、年間６０人（３０人×２回）を対象と
し、支援者数は倍増を目指す。
・昨年度の実績は、創業者は３割程度であったが、今回、さらに実践編として、金融機関の直接的な指導やマーケティング戦略の授業
を充実させるとともに、卒業後もハンズオンで支援を実施することにより、昨年度のアンケートで最終的に事業計画の構築がうまくでき
なかったとしていた２割の者については、卒業後もフォローすることにより創業の実現まで結びつけることを目指し、受講者の５割（３０
人）の者の創業を目指す。

（目標数）

・創業支援対象者数：６０人 ・創業者数：３０人

創業支援等事業の内容及び実施方法

（１）創業支援等事業の内容＜実践創業塾＞【拡充・特定創業支援等事業】

現在、創業希望者を対象とする講座「スタンダード創業塾」を年１回（全５コマ、１コマ２時間）開催しているが、これを年２回（各回８コマ
程度、１コマ２時間程度）に回数・内容とも拡充し、受講終了後も、商工会議所の経営指導員や専門家がフォローすることとし、金融機
関とも連携しながら、創業、創業後も含めて支援を行う「実践創業塾」として拡充して実施する。開催期間は、６～７月、２～３月の年２
回、以下のテーマについて専門家の講義を実施する。
＜特定創業支援等事業について＞

講義のうち、４回以上、１ヶ月以上の期間にわたり、経営、財務、人材育成、販路開拓の４つの知識が身につく☆のついている講義を
受講し、全体の７割以上出席した者を「特定創業支援等事業」を受けた者とする。
「実践創業塾」（案）
・地域資源の活用法【地域資源コーディネーター】
・創業に必要な手続きについて【○○市、○○行政書士等】
・新規開業のための資金計画の作り方、融資制度【○○金融機関】＜財務＞（☆）
・企業運営に必要な税務・経理知識について【○○税理士会】＜経営＞（☆）
・人を雇用する時のルールについて【○○社会保険労務士会】＜人材育成＞（☆）
・マーケティング戦略について【ＮＰＯ法人○○、○○大学教授等】＜販路開拓＞（☆）
・販売におけるＩＴの活用手法について【ＮＰＯ法人○○】
・事業計画書の策定・助言【○○商工会議所、○○金融機関】
※【 】は予定される講師の所属等

（２）創業支援等事業の実施方法

・○○市の会議室を無償で提供してもらい実施することとし、会場準備、教材の準備等の事務手続きを○○市及び○○商工会議所が
連携して行う。また、カリキュラムの策定、専門家の確保はＮＰＯ法人○○と商工会議所が連携して行う。加えて、○○市役所、図書
館、○○市のHP等で施策のPRを行う。卒業生については、○○市の制度融資、利子補給制度を積極的に紹介し、活用してもらうこと
とし、連絡会議において、事業の実績、その後の状況など情報共有を行う。

・特定創業支援等事業の資格を満たした者については、氏名、住所、連絡先、受講内容、受講日等を記載した名簿を作成し、個人情
報の取り扱いの了解を得て、事業終了後直ちに○○市に提出する。

・名簿の管理については、個人情報保護法を遵守する。

計画期間

平成○○年○月○日～平成○○年○月○○日

別表２－１（実践創業塾） 【拡充・特定創業支援等事業】
市区町村以外の者が実施する創業支援等事業

創業支援等事業者が市区町村と連携し、創業塾を実施する場合の記載例

９．支援事業の具体的記載例（創業支援等事業者実施事業）
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実施する者の概要

（１）氏名又は名称
○○インキュベーション、○○県支援センター
（２）住所
▲▲県△△町３－３－３、▲▲県△△市１－１－１
（３）代表者の氏名
○○－－、○○ーー
（４）連絡先
×××－×××－×××、×××－×××－×××

創業支援等事業の目標

（目標の根拠）
・○○インキュベーションでは、昨年度、インキュベーション施設の運営を通じて、１５名の支援実績がある。

・今般県の支援センターとも連携し、５人については、優先的に○○市で創業を目指す者に割り当ててもらうこととすることか
ら、年間２０人の創業者を支援することとする。このうち、４人については創業希望者の枠とし、入居者全員の創業の実現を
目指す。

（目標数）

・創業支援対象者数：２０人 創業者数：４人

創業支援等事業の内容及び実施方法

（１）創業支援等事業の内容＜インキュベーション支援＞【拡充・特定創業支援等事業】

・○○インキュベーションが所有する１５区画と県の支援センターから優先的に割り当てられている５
区画のインキュベーション施設において、原則入居から３年間において、次の段階の支援施設への
入居、民間コンサル、金融機関、大企業OBの専門家３人によるインキュベーションマネージャーによ
るハンズオン支援を実施する。
・インキュベーション施設はデスク、電話、ネット環境を用意し、創業しやすい環境を提供する。

・創業者同士のコミュニティも図ることとし、月に一回、入居者が行っている事業の説明、課題、目標を
プレゼンし、他の入居者との意見交換会やビジネスマッチング会を行う。

・月１回の意見交換会、ビジネスマッチングのため、販路開拓の専門家を１人非常勤雇用（週２日程
度勤務）し、プレゼンの進め方等の指導や、関係企業の選定等、効果的な開催の調整を行う。

・卒業後についても、○○市の窓口と名簿を共有し、事業の進捗状況をフォローできるようにしておき、
課題が発生した際には、連携している各機関から必要なサポートが受けられるようにする。

＜特定創業支援等事業について＞
・１ヶ月以上にわたり、週一回程度インキュベーションマネージャーと経営相談を４回以上実施し、経
営、財務、人材育成、販路開拓のノウハウを全て習得させる事業を「特定創業支援等事業」とする。

（２）創業支援等事業の実施方法
・施設は、○○インキュべーション及び県支援センターの施設を活用する。
・インキュベーションマネージャーは、入居者に対し、週一回の経営相談を行う。
・○○インキュベーションは、○○市と連携し、○○市役所、図書館、○○市のHP等で施策のPRを行ってもらうとともに、卒

業生が○○市で創業する場合について、○○市の制度融資、利子補給制度等を積極的に紹介する。また連絡会議におい
ても、事業の実績、その後の状況など情報共有を行う。

・特定創業支援等事業の資格を満たした者については、氏名、住所、連絡先、受講内容、入居期間等を記載した名簿を作
成し、直ちに○○市に提出する。
・名簿の管理については、個人情報保護法を遵守する。

計画期間

平成○○年○月○日～平成○○年○月○○日

別表２－２（インキュベーション事業） 【拡充・特定創業支援等事業】
市区町村以外の者が実施する創業支援等事業

民間事業者が市区町村と連携し、インキュベーション事業を実施する場合の記載例

９．支援事業の具体的記載例（創業支援等事業者実施事業）
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実施する者の概要

（１）氏名又は名称
①○○商工会議所
（２）住所
①☆☆県○○市１－１－１
（３）代表者の氏名
①○○－－
（４）連絡先
①TEL：×××－×××－×××、FAX×××－×××－×××、担当者○○

創業支援等事業の目標

（目標の根拠）
・○○市と連携して、○○市内でこれから創業する者、創業３年未満の者を対象にビジネスプランコ
ンテストを実施する。
・創業に関心のない者の集客に努め、創業に関心を持つようなビジネスプランコンテストの開催を行
い、例年１月頃に実施する。当イベントについては毎年１００人の来場者を目標とし、創業の普及啓
発を行っていく。また、来場者にアンケート調査の実施により、創業に関心を持った者が実施前に比
べ７０％以上を目指す。

（目標数）

・創業支援対象者数：１００人

創業支援等事業の内容及び実施方法

（１）創業支援等事業の内容＜ビジネスプランコンテスト＞

現在、○○市では、ワンストップ窓口や創業スクールなど創業希望者に対しての支援は行われてい
るが、創業を希望を希望する者が少なく、潜在的創業者の掘り起こしが急務となっている。そこで、下
記のスケジュールでビジネスプランコンテストを含むイベントを開催し、創業無関心者等が創業に関
する理解と関心を深める機会を提供する。
【事業スケジュール】
７月 当イベントの開催、ビジネスプランの応募方法等の周知。

１０月 外部有識者による１次審査の開催
１１月 １次審査に残ったビジネスプランのブラッシュアップ
１２月 イベント開催準備
１月 イベント開催

（２）創業支援等事業の実施方法

・当事業は会場を１００名程度収容できる○○とし、会場準備、事務手続きなどは○○商工会議所が
行う。また、○○県や○○市と連携して事業ＰＲを行う。

・当イベントの周知は周知方法については、○○市の広報誌、チラシ作成、○○新聞への掲載など
幅広く広報を行い、創業に関心のない者の参加を促す。

・未創業でビジネスプランコンテストに応募した者については、本人の希望に応じて創業までのフォ
ローアップも行う。
・地域の経済団体、〇〇銀行などとも連携して、創業者の発掘に取り組む。

計画期間

別表３－１（ビジネスプランコンテスト） 【新規・創業機運醸成事業】
市区町村以外の者が実施する創業機運醸成事業

創業支援等事業者が市区町村と連携し、ビジネスプランコンテストを実施する場合の記載例

９．支援事業の具体的記載例（創業支援等事業者実施事業）
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１０．創業支援等事業計画の変更認定申請手続について

〈変更認定申請の手続〉
認定を受けた創業支援等事業計画の変更を行おうとする場合は、変更認定申請書を

経済産業局に提出する必要があります。
変更認定申請の受付スケジュールは認定申請と同様になりますので、提出先となる

経済産業局へお早めに事前相談を行ってください。

〈変更認定申請資料の様式〉

変更認定申請の提出資料
必要部数

（※）

･ 表紙 正本２部
副本１部

・ 変更認定申請書 正本３部
副本１部

・ 変更後の創業支援等事業計画
◇変更修正を反映させた創業支援等事業計画を提出してください。
なお、変更箇所のみではなく、すべての別表１，２，３を提出してください。

正本３部
副本１部

・ 変更前と変更後を対比して記載した創業支援等事業計画
◇追加・削除した箇所の見え消しを行った創業支援等事業計画を提出し
てください。
追加箇所：下線を付してください。(例：創業支援)
削除箇所：取り消し線を付してください。(例：創業支援)

◇変更が生じる別表のみ提出してください。

正本３部
副本１部

・ 参考資料「創業支援等事業計画の概要」
◇認定申請時に、提出した計画概要の内容に変更のある場合のみ、提
出してください。

正本２部
副本１部

（※1）記載の必要部数は、経済産業省・総務省のみに認定申請を行う場合のもので
す。

その他の関係省庁に認定申請を行う場合には、関係省庁の数に応じて、認定申請書
の必要部数（正本１部、添付資料１部）の追加が必要となります。
（※2）一般社団法人、一般財団法人、特定非営利活動法人を創業支援等事業者とし

て追加する場合は、定款ほか添付資料が必要となります（正本２部・副本１部、コピー
可）。詳しくは「認定申請の提出資料」をご参照ください。
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１０．創業支援等事業計画の変更認定申請書について（つづき）

＊1 申請時には、本記載を削除してください。
（記載上の注意）
１．変更事項について

変更を行う別表番号、変更箇所及び変更の理由について記載してください。

２．変更事項の内容について
別紙として、変更前と変更後を対比して記載した創業支援等事業計画（※）を添付
してください。

（※）追加・削除した箇所の見え消しを行った創業支援等事業計画を提出してください
なお、変更が生じる別表のみの提出で問題ありません。
追加箇所 ： 下線を付してください。（例：創業支援）
削除箇所 ： 取消線を付してください。（例：創業支援）

＊2 特定創業支援等事業としている別表を計画変更する場合のみ、該当別表の計画期
間内に下記の旨記載してください。

「本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、第１回
認定日以降の申請が対象となる。」

認定創業支援等事業計画の変更認定申請書

経済産業大臣 ○○ ○○ 殿
総務大臣 ○○ ○○ 殿

平成○年○月○日

○○(市区町村)長 ○○○○印

平成○年○月○日で認定を受けた創業支援等事業計画について下記のとお
り変更したいので、産業競争力強化法第１１４条第１項の規定に基づき認定を
申請します。

記

１．変更事項

２．変更事項の内容
別紙のとおり。

（様式第４３）
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実施する者の概要

（１）氏名又は名称
①○○商工会議所、②NPO法人◇◇、③○○商工会
（２）住所
①☆☆県○○市１－１－１、②☆☆県◇◇市２－２－２、③☆☆県△△市３－３－３
（３）代表者の氏名
①○○－－、②◇◇－－、③△△－－
（４）連絡先
①TEL：×××－×××－×××、FAX×××－×××－×××、担当者○○
②TEL：×××－×××－×××、FAX×××－×××－×××、担当者◇◇
③TEL：×××－×××－×××、FAX×××－×××－×××、担当者△△

創業支援等事業の目標

・実践創業塾 年間６０人１２０人（定員３０人×２回×２箇所）を対象とし、うち５割（３０人６０人）について１年以内の創業実現を目指す。
・昨年度開催したスタートアップ創業塾は３０人の参加であったが、実施場所を２箇所(○○商工会議所・○○商工会)に増やし、さらに今回は２回実施する

ことにより、支援者数はの倍増を目指す。また、昨年度の実績は創業者は３割程度であったが、今回、さらに実践編として、金融機関の直接的な指導や
マーケティング戦略の授業を充実させるとともに、卒業後もハンズオンで支援を実施することにより、昨年度のアンケートで最終的に事業計画の構築がう
まくできなかった２割の者については、卒業後も○○商工会議所、○○商工会の経営指導員や専門家による個別相談の実施等でフォローすることにより
創業の実現まで結びつけることを目指し、受講者の５割（３０人６０人）の者の創業を目指す。
（目標数）

・創業支援対象者数：６０人１２０人 創業者数：３０人６０人

創業支援等事業の内容及び実施方法

（１）創業支援等事業の内容＜実践創業塾＞【拡充・特定創業支援等事業】

現在、創業希望者を対象とする講座「スタンダード創業塾」を年１回（全５コマ、１コマ２時間程度）開催しているが、これを年２回（各回８９コマ程度、１コマ２
時間程度）に回数・内容とも拡充し、受講終了後も、商工会議所の経営指導員や専門家がフォローすることとし、金融機関とも連携しながら、創業、創業
後も含めて支援を行う「実践創業塾」として拡充して実施する。開催期間は、６～７月、２～３月の年２回、以下のテーマについて専門家の講義を実施する。
講義のうち、４つの知識(経営・財務・人材育成・販路開拓)が身につく☆のついている講義を受講し、かつ全体の７８割以上の出席した者を「特定創業支援
等事業」を受けた者とする。

(ア)○○商工会議所
「実践創業塾」(案)
・地域資源の活用法【地域資源コーディネーター】
・先輩起業家の体験談【地元の起業家等】
・創業に必要な手続きについて【○○市、○○行政書士等】
・新規開業のための資金計画の作り方、融資制度【○○信用金庫】＜財務＞（☆）
・企業運営に必要な税務・経理知識について【○○税理士会】＜経営＞（☆）
・人を雇用する時のルールについて【○○社会保険労務士会】＜人材育成＞（☆）
・マーケティング戦略について【ＮＰＯ法人○○、○○大学教授等】＜販路開拓＞（☆）
・販売におけるＩＴの活用手法について【ＮＰＯ法人○○】
・事業計画書の策定・助言【○○商工会議所、○○金融機関】 ※【 】は予定される講師の所属等

(イ)○○商工会
「実践創業塾」(案)
・地域資源の活用法【地域資源コーディネーター】
・先輩起業家の体験談【地元の起業家等】
・創業に必要な手続きについて【○○市、○○行政書士等】
・新規開業のための資金計画の作り方、融資制度【○○信用金庫】＜財務＞（☆）
・企業運営に必要な税務・経理知識について【○○税理士会】＜経営＞（☆）
・人を雇用する時のルールについて【○○社会保険労務士会】＜人材育成＞（☆）
・マーケティング戦略について【ＮＰＯ法人○○、○○大学教授等】＜販路開拓＞（☆）
・販売におけるＩＴの活用手法について【ＮＰＯ法人】
・事業計画書の策定・助言【○○商工会議所、○○金融機関】 ※【 】は予定される講師の所属等

（２）創業支援等事業の実施方法

・○○市の会議室を無償で提供してもらい実施することとし、会場準備、教材の準備等の事務手続きを○○市及び○○商工会議所が連携して行う。また、
カリキュラムの策定、専門家の確保はＮＰＯ法人と商工会議所が連携して行う。加えて、○○市役所、図書館、○○市のHP等で施策のPRを行う。卒業
生については、○○市の制度融資、利子補給制度を積極的に紹介し、活用してもらうこととし、月に1度開催される○○市、○○商工会議所、ＮＰＯ法人

○○、○○商工会間の連絡会議において、事業の実績、その後の状況など情報共有を行う。連絡会議の中で、より具体的な支援が必要な創業支援者
には、経営指導員や専門家の個別相談の実施によるハンズオン支援を行う。

・特定創業支援等事業の資格を満たした者については、氏名、住所、連絡先、受講内容、受講日等を記載した名簿を作成し、個人情報の取り扱いの了解
を得て、事業終了後直ちに○○市に提出する。

・名簿の管理については、個人情報保護法を遵守する。

計画期間

平成○○年○月○日～平成○○年○月○○日
変更箇所については平成◇年◇月◇日～平成◇年◇月◇日 ※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、第1回認定

日以降の申請が対象となる。

別表２－１（実践創業塾） 【拡充・特定創業支援等事業】 ※市以外の者が実施する創業支援等事業

１１．創業支援等事業計画変更の変更認定申請書について ※具体的記載例（創業支援等事業者実施事業）見え消し
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創業支援等事業者を新たに追加され、事
業内容、目標に変更がある場合の記載例



実施する者の概要

（１）氏名又は名称
①○○商工会議所、②ＮＰＯ法人○○、③○○商工会
（２）住所
①☆☆県○○市１－１－１、②☆☆県◇◇市２－２－２、③☆☆県△△市３－３－３
（３）代表者の氏名
①○○－－、②◇◇－－、③△△－－
（４）連絡先
①TEL：×××－×××－×××、FAX×××－×××－×××、担当者○○
②TEL：×××－×××－×××、FAX×××－×××－×××、担当者◇◇
③TEL：×××－×××－×××、FAX×××－×××－×××、担当者△△

創業支援等事業の目標

・実践創業塾 年間１２０人（定員３０人×２回×２箇所）を対象とし、うち５割（６０人）について１年以内の創業実現を目指す。
・昨年度開催したスタートアップ創業塾は３０人の参加であったが、実施場所を２箇所(○○商工会議所・○○商工会)に増やし、さらに今回は２回実施する

ことにより、支援者数の倍増を目指す。また、昨年度の実績は創業者は３割程度であったが、今回、さらに実践編として、金融機関の直接的な指導や
マーケティング戦略の授業を充実させるとともに、卒業後もハンズオンで支援を実施することにより、昨年度のアンケートで最終的に事業計画の構築がう
まくできなかった２割の者については、卒業後も○○商工会議所、○○商工会の経営指導員や専門家による個別相談の実施等でフォローすることにより
創業の実現まで結びつけることを目指し、受講者の５割（６０人）の者の創業を目指す。
（目標数）

・創業支援対象者数：１２０人 創業者数：６０人

創業支援等事業の内容及び実施方法

（１）創業支援等事業の内容＜実践創業塾＞【拡充・特定創業支援等事業】

現在、創業希望者を対象とする講座「スタンダード創業塾」を年１回（全５コマ、１コマ２時間程度）開催しているが、これを年２回（各回９コマ程度、１コマ２
時間程度）に回数・内容とも拡充し、受講終了後も、商工会議所の経営指導員や専門家がフォローすることとし、金融機関とも連携しながら、創業、創業
後も含めて支援を行う「実践創業塾」として拡充して実施する。開催期間は、６～７月、２～３月の年２回、以下のテーマについて専門家の講義を実施する。
講義のうち、４つの知識(経営・財務・人材育成・販路開拓)が身につく☆のついている講義を受講し、かつ全体の８割以上の出席した者を「特定創業支援
等事業」を受けた者とする。

(ア)○○商工会議所
「実践創業塾」(案)
・地域資源の活用法【地域資源コーディネーター】
・先輩起業家の体験談【地元の起業家等】
・創業に必要な手続きについて【○○市、○○行政書士等】
・新規開業のための資金計画の作り方、融資制度【○○信用金庫】＜財務＞（☆）
・企業運営に必要な税務・経理知識について【○○税理士会】＜経営＞（☆）
・人を雇用する時のルールについて【○○社会保険労務士会】＜人材育成＞（☆）
・マーケティング戦略について【ＮＰＯ法人○○、○○大学教授等】＜販路開拓＞（☆）
・販売におけるＩＴの活用手法について【ＮＰＯ法人○○】
・事業計画書の策定・助言【○○商工会議所、○○金融機関】 ※【 】は予定される講師の所属等

(イ)○○商工会
「実践創業塾」(案)
・地域資源の活用法【地域資源コーディネーター】
・先輩起業家の体験談【地元の起業家等】
・創業に必要な手続きについて【○○市、○○行政書士等】
・新規開業のための資金計画の作り方、融資制度【○○信用金庫】＜財務＞（☆）
・企業運営に必要な税務・経理知識について【○○税理士会】＜経営＞（☆）
・人を雇用する時のルールについて【○○社会保険労務士会】＜人材育成＞（☆）
・マーケティング戦略について【ＮＰＯ法人○○、○○大学教授等】＜販路開拓＞（☆）
・販売におけるＩＴの活用手法について【ＮＰＯ法人○○】
・事業計画書の策定・助言【○○商工会議所、○○金融機関】 ※【 】は予定される講師の所属等

（２）創業支援等事業の実施方法

・○○市の会議室を無償で提供してもらい実施することとし、会場準備、教材の準備等の事務手続きを○○市及び○○商工会議所が連携して行う。また、
カリキュラムの策定、専門家の確保はＮＰＯ法人○○と商工会議所が連携して行う。加えて、○○市役所、図書館、○○市のHP等で施策のPRを行う。
卒業生については、○○市の制度融資、利子補給制度を積極的に紹介し、活用してもらうこととし、月に1度開催される○○市、○○商工会議所、ＮＰＯ

法人○○、○○商工会間の連絡会議において、事業の実績、その後の状況など情報共有を行う。連絡会議の中で、より具体的な支援が必要な創業支
援者には、経営指導員や専門家の個別相談の実施によるハンズオン支援を行う。

・特定創業支援等事業の資格を満たした者については、氏名、住所、連絡先、受講内容、受講日等を記載した名簿を作成し、個人情報の取り扱いの了解
を得て、事業終了後直ちに○○市に提出する。

・名簿の管理については、個人情報保護法を遵守する。

計画期間

平成○○年○月○日～平成○○年○月○○日
変更箇所については平成◇年◇月◇日～平成◇年◇月◇日 ※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書発行については、第１回認

定日以降の申請が対象となる。

別表２－１（実践創業塾） 【拡充・特定創業支援等事業】 ※市以外の者が実施する創業支援等事業
創業支援等事業者を新たに追加され、事
業内容、目標に変更がある場合の記載例
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１１．創業支援等事業計画変更の変更認定申請書について ※具体的記載例（創業支援等事業者実施事業）溶け込み



１１．特定創業支援等事業者の証明について

＜制度概要＞
・今回の法律では、認定を受ける創業支援等事業計画の中に、特に創業後、事
業の成功確率が高まると考えられる支援については特定創業支援等事業とし
て位置づけることが可能になっています。
・そして、特定創業支援等事業による支援を受けた創業者については、創業関
連保証を創業６ヶ月前から受けることができます。
・また、会社を設立する際には、創業時に登記に係る登録免許税が半分に軽減
されます。
※条件等、ご不明な点は管轄の経済産業局へお問い合わせください。
・加えて、日本政策金融公庫の新創業融資制度を利用する際に、創業資金総額
の１／１０以上の自己資金が確認できることが必要ですが、充足していると見
なされ、融資を申請することができます。
・このため、創業者にとっては、市区町村が行う支援の中でも特に特定創業支援
等事業として位置づけられた支援を受けることで、支援策が拡充することになり
ます。
・この特定創業支援等事業については、継続的な支援で、経営、財務、人材育
成、販路開拓の全ての知識が身につく事業を言い、原則、４回以上、１ヶ月以
上の継続的な期間実施する支援を想定しています。この一連の支援の全てを
受けた創業者が特定創業支援等事業を受けた創業者になります。
・そして、特定創業支援等事業による支援を適切に受けたことを証明するため、
市区町村に当該事実を証明する証明書の交付を行っていただきます。
・このため、特定創業支援等事業を実施する認定連携創業支援等事業者と市区
町村は名簿の共有等の措置を行い、要件を満たす創業者の管理を行って頂く
ことになります。
・創業者は、当該証明書を持って、信用保証協会（金融機関）、法務局又は日本
政策金融公庫に行った場合、前記の特例措置を受けられることになります。
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１２．証明書様式

経済産業省関係産業競争力強化法施行規則（平成２６年経済産業省令第１号）第７条第１項
の規定による証明に関する申請書

平成 年 月 日

市区町村長 名 殿

住 所
電話番号
申請者氏名 印

産業競争力強化法第１１４条第２項に規定する認定創業支援等事業計画に記載された同法第
２条第２５項に規定する特定創業支援等事業による支援を受けたことの証明を受けたいので、
下記のとおり申請します。

記

１．支援を受けた認定特定創業支援等事業の内容、期間

２．設立する会社の商号（屋号）・本店所在地

・商号（屋号）

・本店所在地

３．設立する会社の資本額 万円 （会社の場合）

４．事業の業種、内容

５．事業の開始時期 平成 年 月 日

証明日 平成 年 月 日
市区町村長 名 印

申請者が上記の認定特定創業支援等事業による支援を受けたことを証明する。

有効期限 平成○年○月○日まで
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（１）計画認定
■ 第１回 認定スケジュール

～７月３１日 申請（正式）受付締切り
※各経済産業局、関係省庁の事前審査終了後

～８月３１日 第１回認定

１３．今後のスケジュール（予定）

34

【参考】改正産業競争力強化法施行前までの計画認定スケジュール

第１０回 第１１回 第１２回 第１３回

申請書（素案）受付
締切り

平成２８年
１０月１４日

平成２９年
３月１０日

平成２９年
６月２３日

平成２９年
１０月１３日

申請（正式）受付締
切り

１１月２８日 ４月２１日 ７月３１日 １１月２９日

認定 １２月２６日 ５月１９日 ８月３１日 １２月２５日

（２）（平成３０年度予算）創業支援事業者補助金

■ 公募スケジュール

公募 平成３０年５月２１日～６月２２日

採択決定 平成３０年７月中旬

補助事業期限 平成３０年１２月３１日



Ⅰ．創業支援等事業計画の目標について

１． 「創業支援等事業の目標」はどういった目標を記載する必要があるのでしょう
か。

←創業支援等事業の「創業支援対象者数」及び創業支援等事業により支援を受
けた「創業者数」をそれぞれ記載することが必要です。相談数、ハンズオン支援
数、セミナーの受講生、インキュベーションの入所数等の創業支援対象者数とそ
のうちの創業（予定）者数等を記載ください。その際、過去の実績等を参考に目
標の根拠を記載してください。

２．「創業支援等事業の目標」は支援事業ごとに設定しないといけないのでしょう
か。

←原則、支援事業毎に個別の目標値を記載ください。ただし、支援事業毎の成果
が把握できることを前提に、複数の支援事業に対して、同一の（総合的な）目標を
設定することも可能とします。
（補足）複数の創業支援等事業を受けた者が創業した場合に、各事業において
創業者数を重複してカウントすることは問題ないものとします。

３． 創業後５年を経過していないもの（以下、創業後５年未満の者）のみを支援対
象とし、「創業者数」の目標設定ができない場合は、創業支援等事業として位置
づけることができないでしょうか。

←事業を営んでいない個人を対象として、「創業者数」の目標設定（事業実施）が
必要であり、これができない創業支援等事業は認定対象にはなりません。
（補足）「創業者数」の目標設定ができる場合には、これから「創業を行う者」に加
えて、既に創業した者を含めて事業を実施することができるものとします。

４．既に創業している創業後５年未満の者を目標値に含めることができるでしょう
か。

← 「創業支援対象者数」の目標値については、既に創業した者であっても創業後
５年未満であれば、目標値に含めることが可能です。「創業者数」については、既
に創業した者を除き、創業支援を受けて創業を行う者について目標値を設定す
ることが必要です。

５．目標値は、単年度または計画期間全体のどちらで設定する必要があるでしょ
うか。

←原則、単年度で目標値を設定することが必要です。ただし、事業の特性に応じ
て、計画期間全体で目標値を設定しても問題ないものとします。
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６．広域で活動する創業支援機関が、複数の市区町村の創業支援等事業計画に、
同内容の創業支援等事業で参画する場合、広域での累計値を目標値として設定す
ることは認められるでしょうか。

←広域での累計値でも問題ありません。ただし、実績報告の際は、目標数、実績数
とも市区町村単位で記載いただきます。なお、広域での累計値を目標値として設定
する場合、各市区町村の創業支援等事業計画中において、同一の創業支援事業を
広域的に実施する旨、説明されていることが必要です。また概要についても年間目
標値に広域での累計値を含める場合は括弧書きで広域事業における目標値を内数
で記載ください。

Ⅱ．創業支援等事業計画の内容について

１．申請書の分量はどれくらい記載する必要があるのでしょうか。

←創業支援等事業の内容によりますが、創業支援等事業の内容毎に１枚程度を目
安に作成してください（別表１－１を除く）。

２．他の市区町村との共同申請は可能でしょうか。

←他の市区町村との共同申請が可能です。また、共同する市区町村数はいくつ
あっても構いません。異なる県の市区町村との共同申請も可能です。
（補足）経済産業局の管轄地域をまたぐ広域連携による共同申請の場合には、共同
申請者の中で代表となる市区町村を定め、代表者が所在する地域を管轄する経済
産業局に申請を行うものとします。

３．都道府県が全ての市区町村をまとめて申請することも可能でしょうか。

←都道府県が申請することはできません。県内の全ての市区町村が共同で申請す
ることも可能ですが、今回の法律の趣旨は身近な支援体制を作ることなので、 こう
した場合についても、市区町村単位に近い窓口の設置が望まれます。

４．創業支援等事業者とは何でしょうか。

←地域において、創業を支援する事業者です。例えば、民間コンサル、金融機関、
商工会・商工会議所、認定経営革新等支援機関、弁護士、公認会計士、税理士、社
会保険労務士、行政書士、中小企業診断士、NPO法人等が想定されます。

５．創業支援等事業者は、認定申請を行う市区町村内に所在する創業支援等事業
者でなければならないでしょうか。

←創業支援等事業者の所在する地域、創業支援等事業を実施する地域は問いま
せん。

36



37

６．どのような創業支援機関と連携しても良いのでしょうか。

←構いません。個人と連携しても構いませんし、他市区町村の創業支援機関と連携
することも可能ですので、実効性の高いネットワーク体制を構築していただく事が望
まれます。

７． 別表２及び別表３の「実施する者の概要」について、法人の場合の氏名・住所・
代表者はどう記載すればよろしいでしょうか。

←法人の場合は名称及び代表者名で記載してください。
※産業競争力強化法第113条3項3号イ「当該創業支援等事業を実施する者の氏名
又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名」

(例) ○○金融公庫△△支店が創業支援等事業者として参画する場合
(1)氏名又は名称：○○金融公庫
(2)住所：本店の所在住所
(3)代表者の氏名：法人の代表者
(4)連絡先：○○金融公庫△△支店担当者：□□ ＴＥＬ：××-××-××

８．創業支援等事業者が参画せず、市区町村単体による申請は可能でしょうか。

←可能です。ただし、市区町村が実施する創業者の支援には、民間のノウハウの
活用が必要となりますので、何らかの形での連携が必要になると考えています。ま
た、市区町村が関与せず、創業支援等事業者のみの申請は認められません。

９．複数の市区町村が共催で創業支援等事業を実施する場合に、同事業を各市区
町村の創業支援等事業計画として位置づけることは認められるでしょうか。

←認められます。

１０．複数の金融機関との連携を考えていて、窓口相談等を実施する場合、一つの
事業計画書にまとめて、なおかつ目標数についても合計数を記載する形で問題な
いでしょうか。

←同一事業を複数の創業支援等事業者と連携して行う場合や、同一の窓口相談・
類似の創業支援セミナーにて実施するような場合は、一枚の事業計画書にまとめて
記載していただく形で構いません。別表２にて、「実施する者の概要」に、関係する
機関を記載下さい。また創業支援対象者数や創業者数につきましても、合計数を記
載していただく形で問題ありません。

１１．認定自治体の概要計画の記載については、何か決まりはありますか

←概要様式を参考として、記載ください。
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１２．ワンストップ相談窓口を市以外に設置する場合はどのように記載すればよろし
いでしょうか。

←別表２にワンストップ相談窓口を記載して下さい。また、別表１－１には市の相
談窓口を必ず記載するようにし、市の相談窓口とワンストップ相談窓口との連携に
関 しても記載して下さい。

１３．認定創業スクール事業は創業支援等事業計画に位置づけることはできないの
でしょうか。

←国の認定事業である創業スクール事業であっても、創業支援等事業者と市区町
村が連携して実施するものであれば、創業支援等事業計画に位置づけることは 認
められます。
※複数年度に亘って事業を実施する予定の場合も同様です。

１４．特定創業支援等事業の要件である「原則として４回以上、１ヶ月以上の継続的
な支援」について、「セミナー１回＋個別相談３回」による計４回の場合でも、継続的
な支援の要件を満たすことになるでしょうか。

←複数の特定創業支援等事業を組み合わせた場合であっても、原則４回以上かつ
１ヶ月以上の継続的な支援が実施され、経営、財務、人材育成、販路開拓に関する
知識が全て習得できる創業支援等事業であれば、問題ありません。ただし、その旨
計画内に記載していただく必要がございます。
（補足）特定創業支援等事業ではない事業で、他の特定創業支援等事業の要件を
満たすことはできません。なお特定創業支援等事業を組み合わせて要件を満たす
場合は、該当する別表毎にその旨記載して下さい。また、運用については、関係機
関との事前調整をお願いします。

１５．計画期間の始期を、認定日より前に遡ることは認められるでしょうか。

←計画期間の始期を改正法施行日まで遡及することは可能です。
（補足）計画期間を遡及した場合には、計画期間の始期以降に実施した特定創業支
援等事業について、４回以上、１ヶ月以上の継続支援の算定に含むことができます。
他方、証明書の発行を認定日より前に行うことは認められません（証明書の発行日
を遡及することも不可）。

１６．特定創業支援等事業とは具体的にはどのような事業をいうのでしょうか。

←創業を行おうとする者に対して行う、経営、財務、人材育成、販路開拓に関す
る知識の全ての習得が見込まれる継続的な支援をいいます。具体的には、イン
キュベーションマネージャーが支援を行うインキュベーション 施設での支援、複
数回のセミナー、ハンズオン支援等が該当します。原則として、セミナー等につい
ては４回以上かつ１ヶ月以上をかけて実施する支援であり、ハンズオン支援につ
いては１ヶ月以上の継続的な支援をいいます。既に事業を行っている事業者の
みを対象とする事業は該当しません。
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１７．特定創業支援等事業を含まない創業支援等事業計画は認められるのしょう
か。

←認められます。特定創業支援等事業を含まない場合でも、法律上の効果とし
て、ＮＰＯ法人、一般社団法人、一般財団法人の信用保険の特例及び、中小機
構からの支援を受けることが可能です。

１８．何年の計画を立てる必要があるのでしょうか。

←１年以上、目安として５年程度の計画を立てることが可能です。

１９．計画期間は各事業全て統一の期間で設定しなければならないのでしょうか。

←原則として、統一の期間を記載してもらうことを考えています。しかし事業終了
年度が決まっている場合や、次年度から事業実施となる場合等、やむを得ず期
間がずれる場合には統一の期間としなくても結構です。

２０．法認定を受けた後、計画の変更は認められますか。

←創業支援等事業者の追加、特定創業支援等事業の見直し等、変更が必要と
なる場合には、計画変更を行うことが可能です。ただし、事業を廃止する等の事
業縮小となる変更を行う場合は、相応の経緯・合理的な理由等が必要となります。

２１．都道府県の具体的な役割、権限は何でしょうか。

←市区町村への情報提供という役割に加え、県支援センター、インキュベーショ
ン 施設等の活用や、単独では申請が難しい市区町村の調整役、及び創業支援
等業者としての参画等を期待しています。

２２．計画の認定を受けた市区町村にはどのような事務が生じるのでしょうか。

←認定計画に記載された創業支援等事業の執行、特定創業支援等事業に係
る証明書の交付事務の他、創業支援等事業が円滑に実施されるよう、次のよう
な役割を担っていただくことが必要と考えています。
・創業時に当該市区町村に対して必要となる許認可、届出等に関する情報の創
業者へのワンストップでの提供
・創業支援等事業者との連絡・調整、創業支援等事業者が実施する創業支援等
事業の実施状況の確認 等

２３．計画の策定にあたって別表１・別表３のみでも可能でしょうか。

←別表２が必ずしも必要とはなりません。別表１・別表３のみの計画でも構いま
せん。同様に別表１・２のみの計画でも可能です。
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２４．認定を受けた市区町村はどのような報告義務が課されるのでしょうか。

←年度末を区切りとして１年に１回程度、創業支援等事業毎の支援対象者数、
創業者数及びその属性（性別、年齢別）について報告いただくほか、特定創業支
援等事業に関しては、証明書の発行枚数及びその使用用途（登録免許税に活用
等）、また、証明書を活用して創業した者の人数やその職種等について報告いた
だく予定です。

２５．業種の制限はあるのでしょうか。

←特段制限はありませんが、公序良俗を害する恐れのある事業を行おうとしてい
る創業希望者については支援対象から除かれますので、この旨計画に明記して
ください。

２６．創業に必要な要素は何でしょうか。

創業希望者が創業するにあたり、把握しておくべき内容をとりまとめたものです
本計画においては、本事項についてどの機関がどういう役割を担うかを記載いた
だくこととしております。なお、記載にあたっては記載例を参考にしてください。
また、本事項に代えて「創業支援等事業計画のイメージ」を記載いただいても構
いません。

Ⅲ．認定について

１．どのような方が内容を審査するのでしょうか。

←外部の専門家の評価を踏まえ、各経済産業局、経済産業省、総務省や申請
内容によっては他関係省庁が審査を行います。外部の専門家は、学識経験者、
創業経験者、中小企業団体等を想定しております。

２．経済産業局との事前の調整は必要でしょうか。

←経済産業省及び総務省以外の省庁の所管の有無の確認や、書類の内容の
不備等の防止の観点から、事前の調整が必要と考えています。

３．何件の申請まで受け付けるでしょうか。

←基本的には、１つの市区町村で１つの認定計画となるため、件数の限定はなく、
認定を受けたい市区町村がある限り申請を受け付けます。

４．どのような内容を審査するのでしょうか。

←創業支援等事業計画が実施指針に照らし適切なものであるかどうか、創業支
援等事業計画に記載されている創業支援等事業が円滑かつ確実に実施される
と見込まれるものであるかどうかについて審査します。
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５．添付資料のうち、「創業支援等事業の実施に関する意思の決定を証明する書
類」について、どのような資料を提出する必要があるでしょうか。

←組織として創業支援等事業を実施することについて、意思決定が行われてい
ることが確認できる資料であれば問題ありません。
（例：理事会の決議録、代表者名等により作成された合意文書（様式自由）等）

６．概要資料（概要図）において、創業支援等事業計画では認定連携創業支援
等事業者に位置づけられていない者を、連携する支援機関として記載することは
できるでしょうか。

←認定連携創業支援等事業者以外に連携する支援機関（例：(独)中小企業基盤
整備機 構等）を「連携事業者」として概要資料に記載することは可能です。

Ⅳ．変更認定について

１．変更認定の申請時期はいつになるのでしょうか。

←変更認定申請の受付スケジュールは認定申請と同様になります。指定の提出
〆切日までに管轄の経済産業局へ素案を提出してください。

２．どんな場合であっても、変更認定申請は必要となるのでしょうか。

←計画に位置づけられた事業内容で、特定創業支援等事業の内容の変更、実
施する認定連携創業支援等事業者の追加、共同して実施する市区町村の追加
等が生じた際に必要となります。その他の変更については管轄の経済産業局に
問い合わせてください。

３．変更認定申請に際し、提出資料として何が必要になるでしょうか。

←変更認定申請書、変更後の創業支援等事業計画、変更前と変更後を対比し
て 記載した創業支援等事業計画、参考資料「創業支援等事業計画の概要（概
要図）」が必要になります。また一般社団法人、一般財団法人、特定非営利活動
法人を追加する場合は、定款などの添付資料が必要となります。

４．変更が生じた別表はどのように修正すればよろしいでしょうか。

←追加箇所については下線（例：創業支援）を、削除箇所については取消線（例：
創業支援）を付してください。なお変更前と変更後を対比して記載した創業支援
等事業計画は、変更が生じた別表のみで構いませんが、変更後の創業支援等
事業計画は全ての別表１、別表２、別表３を提出してください。
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５．変更認定申請をした場合についても、計画時期の遡及は可能でしょうか。

←変更認定申請をした場合においても、変更認定申請した別表の事業について
計画期間の始期を改正法施行日まで遡及することが可能です。

６．変更認定の際、計画期間はどのように記載をすればよいでしょうか。

←例１）旧法で認定、改正法で既に記載してある事業の内容を変更する場合
（下記下線部を記載）
平成２６年６月２０日～平成３４年３月３１日
変更箇所については 「※」 ～平成３４年３月３１日
※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書の発行について
は、第１回認定日以降の申請が対象となる【＊特定創業支援等事業の場合】

例２）旧法で認定、改正法で新たに事業を追加し、計画変更する場合
（下記下線部を記載）

「※」 ～平成３４年３月３１日
※本計画変更による特定創業支援等事業に関わる証明書の発行について
は、第１回認定日以降の申請が対象となる【＊特定創業支援等事業の場合】

「※」・・・産業競争力強化法等の一部を改正する法律（平成三十年法律第〇
号）施行日

７．「認定創業支援等事業計画の変更認定申請書」（様式第４３）文中の創業支
援事業計画の認定を受けた日付とは、いつの日付を記入すればよろしいでしょう
か。

←前回認定を受けた日付をご記載ください。また２回目以降の変更を申請される
場合は、前回変更認定を受けた日付をご記載ください。

例）第１回で認定（平成２６年３月２０日）、第５回で変更認定（平成２７年５月２０
日）をし、第１３回で再度変更認定申請する場合
←前回変更認定を受けた日付（第５回で変更認定を受けた平成２７年５月
２０日）をご記載ください。

＜参考：様式第４３の本文の記載方法（一部抜粋）＞
平成２７年５月２０日で認定を受けた創業支援等事業計画について下記のとお

り変更したいので、産業競争力強化法第１１４条第１項の規定に基づき認定を申
請します。
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Ⅴ．特定創業支援等事業を受けた者の証明について

１．証明書の発行業務は誰が行うのでしょうか。

←市区町村が証明書を発行することになります。

２．どのような場合に創業者に対し、市区町村は証明書を発行できるのでしょうか。

←認定を受けた特定創業支援等事業による支援を受けて創業を行おうとする者
又は創業５年未満の個人の申請に対して発行が必要です。

３．特定創業支援等事業による支援は、他の市区町村の創業者を除外して実施
しなければならないのか。

←法律上は、他の市区町村で創業する創業者に対して特定創業支援等事業に
よる支援の実施、証明書の発行を行うことは可能です。
※法認定を受けたＡ市が、隣接するＢ町の居住者かつＢ町で創業を行う者に対
して証明書を発行することも制度上は可能です。ただし、この場合、創業関連保
証枠の拡充は認められますが、登録免許税の軽減措置、新創業融資制度の自
己資金要件については、支援を行った市と同一市での創業が必要となります（共
同の市区町村で連携を行った場合は、いずれの市区町村で創業しても支援の対
象となります）。

４．認定連携創業支援等事業者が実施する特定創業支援等事業による支援を
受けた方についても市区町村が証明書を発行するのでしょうか。

←特定創業支援等事業が記載された認定計画を作成した市区町村に証明書を
発行していただきます。このため、認定連携創業支援等事業者が実施する特定
創業支援事業による支援を受けられた方の情報について、市区町村との間で共
有していただく必要があります。このため、認定連携創業支援等事業者は、市区
町村に受講者名簿を提出する等、証明書の適切な発行に向けた運用ルールを
定め、申請書の創業支援等事業の実施方法の欄に具体的手法について記載し
てください。

５．平成３０年度以降発行する証明書に有効期限を設ける必要があるのはなぜ
でしょうか。

←租税特別措置法第８０条第２項の適用期限が平成３２年３月３１日であるため
です。また、拡充された「創業５年未満の個人」を対象とした、登録免許税の軽
減措置について厳格に運用する必要があるため有効期限を設けています。

６．Ａ市が発行する特定創業支援等事業の証明書について、Ａ市内で創業する
者に限定して発行することは認められるでしょうか。

←特定創業支援等事業を受け、要件を満たす者には原則、証明書を発行しなけ
ればなりません。
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Ⅵ．登録免許税の減税

１．いくらに減税になるのでしょうか。

←株式会社又は合同会社については、登記の際、資本金の０．７％の金額がか
かりますが、これを０．３５％に減額します。なお、株式会社は最低税額が１５万
円、合同会社は最低税額が６万円にそれぞれ設定されていますが、これを株式
会社は７．５万円、合同会社は３万円になります。
また、合名会社又は合資会社は、登記の際、１件につき６万円の金額がかかりま
すが、これを３万円になります。

２．登録免許税の減免について、株式会社を設立する場合の登録免許税しか減
免を受けることができないでしょうか。

←平成２８年４月１日より、株式会社以外に合名会社、合資会社及び合同会社を
設立する場合も登録免許税の減免を受けることができるようになりました。また、
創業５年未満の個人事業主が会社を設立する場合についても登録免許税の減
免を受けることができるようになりました。一方で、一般社団法人や一般財団法
人等を設立する場合や創業５年を経過した個人事業主、会社を設立して創業し
た者が組織変更を行う場合の法人登記に要する登録免許税については支援対
象外となります。

Ⅶ．補助金・交付金

１．認定連携創業支援等事業者（以下、「創業支援等事業者」という）に対する補
助事業期間、補助対象経費、補助上限額等の概要はどのようなものでしょうか。

←創業支援等事業者に対する国からの補助金を措置しております。１認定計画
あたりの上限 １，０００万円で、補助率は２／３となります。創業支援等事業者が
実施する経営指導、スキルアップ研修、コワーキング事業、創業スクール、起業
家教育、ビジネスプランコンテスト等への補助を行います。対象経費は、人件費
（新規雇用の場合に限る）、専門家謝金、旅費、設備費（レンタル、リースに限る）、
委託費、広報費などです。なお、詳細は募集要項をご参照ください。


